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Ⅶ 終 わ り に




























罪。刑法 177 条）・強制わいせつ罪（刑法 176 条）と同様に処罰する規定である。
条文は以下の通りである。




立教法学 第 97 号（2018)
212（87）
） 2017 年 3 月 7 日に「刑法の一部を改正する法律案（閣法第四七号）」として内閣によって提
出された性犯罪改正に関する法案が，衆議院及び参議院のいずれにおいても全会一致で可決さ
れ，同年 6月 16 日に改正刑法が成立し，同年 7月 13 日に施行された。
） 法務省関係者による解説として，加藤俊治「性犯罪に対処するための刑法改正の概要」法律
のひろば 2017 年 8 月号 52 頁以下，今井將人「『刑法の一部を改正する法律』の概要」研修 830
号（2017 年）39 頁以下，田野尻猛「性犯罪の罰則整備に関する刑法改正の概要」論究ジュリス
ト 23 号（2017 年）112 頁以下，堀田さつき「『刑法の一部を改正する法律』の概要について」
捜査研究 802 号（2017 年）2 頁以下，岡田志乃布「刑法の一部を改正する法律について」警察
学論集 70 巻 10 号（2017 年）67 頁以下及び松田哲也＝今井將人「刑法の一部を改正する法律に
ついて」法曹時報 69 巻 11 号（2017 年）211 頁以下。法制審議会刑事法（性犯罪関係）部会委
員・幹事によるものとして，北川佳世子「性犯罪の罰則に関する刑法改正」法教 445 号（2017
年）62 頁以下，角田由紀子「性犯罪法の改正―改正の意義と課題」論究ジュリスト 23 号
（2017 年）120 頁以下及び橋爪隆「性犯罪に対処するための刑法改正について」法律のひろば
70 巻 11 号（2017 年）4 頁以下。その他の論稿として，ß口亮介「性犯罪規定の改正」法律時
報 89 巻 11 号（2017 年）112 頁以下。
なお，今般の改正法に対しては，改正前から既に，様々な分析・批判が加えられている。
「『性犯罪に対処するための刑法の一部改正に関する諮問』に対する刑事法研究者の意見」季刊
刑事弁護 86 号（2016 年）114 頁以下，本庄武「性犯罪規定の見直し」法時 88 巻 5 号（2016
年）98 頁以下，浅田和茂「性犯罪規定改正案に至る経緯と当面の私見」犯罪と刑罰 26 号
（2017 年）1 頁以下，嘉門優「法益論から見た強姦罪等の改正案」犯罪と刑罰 26 号（2017 年）
11 頁以下及び島岡まな「性犯罪の保護法益及び刑法改正骨子への批判的考察」慶應法学 37 号
（2017 年）19 頁以下参照。
これに対して，既に，児童に対する性犯罪を処罰する規定としては，刑法典


















































言える。平成 27 年度犯罪白書によれば，ここ 20年間のデータを見る限り，
（旧）強姦罪の被害者のうち 20歳未満の者は一貫して 4割程度を占めている。
また，強制わいせつ罪の女子の被害者のうち，20歳未満の者は時期によって







立教法学 第 97 号（2018)
210（89）
） 厚生労働省「平成 29 年度全国児童福祉主管課長・児童相談所長会議資料」（2017 年）7頁の
表を参照。但し，平成 18 年度の相談件数は 1180件であり，性的虐待の件数自体は，基本的に
は年々増加している。
） 平成 28 年度における全相談件数のうち，警察による通告が 54813件，近隣知人による通報




） 平成 27 年度犯罪白書 6-2-1-13図参照。
	） 平成 27 年度犯罪白書 6-2-1-12図参照。例えば，（旧）強姦罪の検挙件数のうち，被害者が
親族であったものは，平成 7 年には（全 1402件中）7件であったのに対して，平成 26 年には
（全 1029件中）60件となっている。また，強制わいせつの検挙件数のうち，被害者が親族であ
ったものは，平成 7 年には（全 3186件中）6件であったのに対して，平成 26 年には（全 4149
件中）81件となっている。
（実子及び養子）が被害者になる事例については，平成 26 年の検挙件数として，



































11） なお，児童虐待防止法には，例えばドイツ刑法 171 条や 225 条のような，児童虐待それ自体
を処罰する規定は存在しない。この点につき，深町晋也「家族と刑法―家庭は犯罪の温床か？
第 6回 児童が家庭でタバコの煙に苛まれるとき」書斎の窓 656 号（2018 年）22 頁以下参照。

































立教法学 第 97 号（2018)
208（91）
12） 西田典之『刑法各論［第 6版］』（2012 年）88 頁。
13） 例えば，西田典之ほか編『注釈刑法第 2巻』（2016 年）618 頁（和田俊憲）。
14） 深町・前掲注）319 頁。
15） これに対して，男子については，平成 26 年の被害者総数 214名のうち，13歳未満の被害者
が 127名となっており，極めて高い割合を占めている（平成 27 年度犯罪白書 6-2-1-13図エク
セルデータ参照）。
16） 平成 27 年度犯罪白書 6-2-1-13図参照。
17） 平成 26 年の（旧）強姦罪全体に占める 13歳以上 20歳未満の被害者の割合は 34.3％，強制
わいせつ罪では（女子については）35.7％となっている（平成 27 年度犯罪白書 6-2-1-13図参
照）。但し，このデータには 18歳以上の者も含まれており，厳密に言えば，18歳未満の児童に
対する性犯罪に限定されていない。また，（旧）強姦罪・強制わいせつ罪と，（旧）準強姦罪







































18） 西田・前掲注 12）39 頁参照。暴行概念についてこうした類型化を行ったのは牧野英一であ
るが（牧野英一『改正刑法通義 全』〔1907 年〕242 頁以下），牧野は，（その後の判例・学説と
は異なり）強姦罪の暴行と強盗罪の暴行とを同義に解していたことに注意が必要である。
19） 最判昭和 24・2・8 刑集 3巻 2号 75 頁。
20） 最判昭和 24・5・10 刑集 3巻 6号 711 頁。
21） 最判昭和 33・6・6 集刑 126 号 171 頁。この事案では被害者が少女であった旨認定されてい
る。
22） 仙台高決平成 16・10・29家月 57 巻 6 号 174 頁。

































立教法学 第 97 号（2018)
206（93）
23） 嶋矢貴之「性犯罪における『暴行脅迫』について」法律時報 88 巻 11 号（2016 年）71 頁。
24） 神戸地判平成 21・12・10公刊物未登載（LEX/DB：25442060）参照。









































27） 埼玉県青少年健全育成条例 19 条 1項の成立を認めたものである。さいたま地判平成 14・1・
15公刊物未登載（LEX/DB：28075626）。
28） 本罪の法定刑は 10 年以下の懲役若しくは 300万円以下の罰金又はその併科という，児童福
祉法上の犯罪の中でも特に重いものとなっている。
29） 東京高判昭和 50・3・10家月 27 巻 12 号 76 頁。西田典之「児童にÕ行をさせる罪について」
『宮澤浩一先生古稀祝賀論文集第 3巻』（2000 年）296 頁。
30） 小泉祐康「児童福祉法」平野龍一ほか編『注解特別刑法第 7巻 風俗・軽犯罪編［第 2版］』
（1988 年）38 頁以下。
31） 最決平成 10・11・2 刑集 52 巻 8 号 505 頁。












⑶ 平成 28 年決定以降の状況






















立教法学 第 97 号（2018)
204（95）
33） こうした分析につき，深町・前掲注）328 頁及び佐野文彦「判批」論究ジュリスト 22 号
（2017 年）233 頁以下を参照。
34） 本件の評釈として，豊田兼彦・法セ 741 号（2016 年）115 頁，上原龍・警察学論集 69 巻 10
号（2016 年）162 頁，松本朗・研修 820 号（2016 年）15 頁，栗原一紘・警察公論 71 巻 10 号
（2016 年）87 頁，嘉門優・刑事法ジャーナル 51 号（2017 年）125 頁，石井徹哉・平成 28 年度
重判解（ジュリスト 1505 号）（2017 年）182 頁，永井善之・新・判例解説Watch刑法 No. 115


















あるが，原審の認定を見ると，平成 27 年 11月 18日に被告人が被害児童と生






























ができる。それにも拘らず，平成 29 年改正においては，18 歳未満の者に対
し，その者を現に監護する者であることによる影響力があることに乗じてわい
せつな行為をする場合又は性交等をする場合を，それぞれ強制わいせつ罪又は

















立教法学 第 97 号（2018)
202（97）
40） 性交類似行為の範囲については，深町・前掲注）325 頁以下参照。
41） 東京高判平成 17・6・16高刑速平 17 号 125 頁（父親と実の娘〔13歳〕），東京高判平成 22・
8・3高刑集 63 巻 2 号 1 頁（養父と義理の娘〔15歳〕）など。





















































法 176 条 1 項）が，性的行為のうち性交又は性交類似行為については 2 年以上
（15年以下）の自由刑（同 176 条 a 2 項 1 号）がそれぞれ規定されている。これ
に対して，相対的保護年齢に属する（すなわち 18 歳未満の）児童に対して，
親子関係や教育的関係にある者が行う性的行為については 3月以上 5年以下の
自由刑（ドイツ刑法 174 条 1 項）が規定されるに留まる。
立教法学 第 97 号（2018)
200（99）
43） ドイツ，オーストリア，スイスといったドイツ語圏諸国の他，台湾（中華民國）刑法 228 条
も同様の規定を有している（陳子平『刑法各論（上）2015 年 9 月増修版』（2015 年）285 頁以
下参照）。
44） 法制審議会刑事法（性犯罪関係）部会第 3回議事録 9 頁（森委員）。
45） なお，ドイツ刑法 2016 年改正により，被害者の明示又は黙示の拒絶意思に反して性的行為
を行った場合には，6月以上 5年以下の自由刑が科されることになったが（ドイツ刑法 177 条 1
項），暴行・脅迫といった行為手段を伴わない場合には，なお法定刑を低く設定するという態度
が貫徹されていると見ることができる（深町晋也「ドイツにおける 2016 年性刑法改正につい







































































立教法学 第 97 号（2018)
198（101）
49） 法制審議会刑事法（性犯罪関係）部会第 3回議事録 18 頁（佐伯委員）。
50） Ⅲ⑴参照。なお，13歳未満の者に対して，その意思に反する性交を強要することが，「被
害者の健全な成長に多大な影響を及ぼす」点においても被告人に不利な情状として考慮しうる
















































































立教法学 第 97 号（2018)
196（103）











































62） 加藤・前掲注）57 頁以下，松田＝今井・前掲注）251 頁。
63） だからこそ，法制審議会刑事法（性犯罪関係）部会においても複数の委員から，本罪の行為
主体について，親子関係に限定する合理的理由はなく，教育関係にも広げるべきであるとの指
摘がなされていたのである（法制審議会刑事法（性犯罪関係）部会第 3回議事録 12 頁以下の角
田，木村，小西各委員の発言を参照）。なお，角田・前掲注）126 頁も参照。



























































































































































74） 東京高判昭和 28・7・6高裁刑事判特 39 号 3 頁，福岡家小倉支判昭和 35・3・18家月 12 巻






































立教法学 第 97 号（2018)
190（109）
77） 松田＝今井・前掲注）250 頁参照。















平成 27 年 11月 18日に自動車で連れ去った被告人Ｘが，高知にある自宅にＡ


































































































85） 加藤・前掲注）58 頁，松田＝今井・前掲注）255 頁。
86） 13歳未満の被害児童に口Õさせるなどした被告人につき，強制わいせつ罪（刑法 176 条後
段）及び児童Õ行罪の観念的競合を認めた水戸地判平成 29・8・21公刊物未登載（LEX/DB：
25547040）及び 18歳未満の被害児童を脅迫して口Õさせた後に姦Õした被告人につき，強姦罪
（刑法 177 条前段）及び児童Õ行罪の観念的競合を認めた福岡地久留米支判平成 29・1・24公刊
物未登載（LEX/DB：25545065）を参照。
87） 平成 29 年改正後は，かかる行為は口腔性交として強制性交等罪に該当することになる。
88） ß口・前掲注）118 頁は吸収関係に立つ旨明示する。





















のその他の規定，すなわち 13 歳未満の特に脆弱な客体を保護する刑法 176 条










立教法学 第 97 号（2018)
186（113）
たものとして，極めて重要な意義を有する規定である。今後，児童に対する虐
待それ自体の刑法的規律を考える上でも，本罪に対する正確な理解は欠かせな
いと思われる。
本稿は，2018 年 3月に本学を退職される林美月子先生に献呈されるもので
ある。林先生は，長年に渉り本学のために尽力されたことはもちろんである
が，広汎な比較法的視座に基づく分析による重要な研究成果をこれまで幾度と
なく世に送り出された。こうした林先生のご功績に僅かながらでも本稿が報い
るものとなっていれば，望外の喜びである。なお不十分なものであると自覚し
つつ，ここで筆を擱くことにする。
【附記】
本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金・基盤研究（C）「比較法的分析に基
づく日常的迷惑行為の刑事法的規制」（課題番号：16K03375，2016 年度〜2019 年
度）による研究成果の一部である。
家庭内における児童に対する性的虐待の刑法的規律（深町晋也）
185（114）
